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木村　和由
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申
告
期
限
を
は
じ
め
と
す

る
各
種
期
限
の
延
長
、
料
飲

店
等
期
限
付
酒
類
小
売
業
免

許
付
与
事
務
や
公
的
金
融
機

関
・
民
間
金
融
機
関
等
の
融

資
申
込
み
に
伴
う
納
税
証
明

書
の
発
行
・
申
告
書
閲
覧
事

務
の
増
大
、
納
税
の
猶
予
特

例
制
度
制
定
に
よ
る
申
請
相

談
・
許
可
事
務
等
、
日
々
対

応
に
追
わ
れ
て
い
ま
す
。

職
員
の
感
染
者
も
発
生
し

て
い
ま
す
が
、
幸
い
ク
ラ
ス

タ
ー
と
な
っ
て
い
な
い
だ
け

で
、
在
宅
勤
務
や
時
差
出
勤

と
い
っ
た
感
染
予
防
の
ほ
か

テ
レ
ワ
ー
ク
の
導
入
が
可
能

か
の
検
討
や
、
現
在
中
止
さ

れ
て
い
る
調
査
事
務
の
新
規

着
手
、
滞
納
整
理
の
拙
速
な

見
直
し
は
や
め
る
べ
き
で

す
。コ

ロ
ナ
感
染
症
が
終
息
し

な
い
場
合
の
、
来
年
以
降
の

申
告
体
制
の
検
討
も
前
倒
し

で
必
要
で
す
。
特
に
高
齢
者

や
基
礎
疾
患
が
あ
る
者
は
、

感
染
し
た
場
合
の
死
亡
リ
ス

ク
が
高
い
こ
と
か
ら
、
そ
れ

ら
の
納
税
者
を
申
告
相
談
会

場
に
集
約
し
な
い
法
律
の
改

正
が
必
要
で
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
で

は
限
度
あ
り
ま
す
。
（
医
療

費
負
担
の
軽
減
は
本
来
社
会

保
障
の
中
で
対
応
す
べ
き
）

税
務
大
学
校
の
運
営
に
つ

い
て
も
、
過
去
、
ク
ル
ー
ズ

船
の
乗
客
・
乗
員
の
コ
ロ
ナ

感
染
症
を
受
け
、
学
寮
を
隔

離
病
棟
と
す
る
こ
と
が
伝
達

さ
れ
、
そ
れ
を
受
け
て
、
帰

国
者
受
入
時
の
「
緊
急
申
入

れ
書
」
を
提
出
し
ま
し
た
。

今
回
も
専
科
４７
期
の
研
修

生
か
ら
、
「
自
席
で
は
研
修

に
集
中
出
来
な
い
。
」
「
会

議
室
な
ど
専
用
箇
所
が
確
保

で
き
る
署
と
出
来
な
い
署
が

あ
る
の
は
、
不
公
平
だ
。
」

と
の
声
が
挙
が
っ
て
お
り
、

７
月
１６
日
に
要
求
書
を
提
出

し
、
改
善
を
求
め
ま
し
た
。

２０２０年７月１６日
国税庁長官
星野次彦殿

税務大学校長
垣水純一殿

全国税労働組合
執行委員長 高橋 誠

専科研修の在り方についての申し入れ

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、専科４７期の研
修を原則、所属官署においてオンライン形式等での研修に変更し、ま
た、会議室等専用箇所を設けるか自席で研修を受けるか検討中である
との伝達がありました。
この伝達に対し、当該研修を受ける職員から「自席では研修に集中

出来ない。」「会議室など専用箇所が確保できる署と出来ない署があ
るのは、不公平だ。」との声が挙がっています。
この専科研修は、当局においても基幹となる研修に位置づけされて

いて、青年職員の育成のために重要な研修です。また、研修の成績に
よってその後の職場人生に大きく影響を及ぼす可能性もあります。そ
の重要な研修において、受講者毎にその受講環境に違いが生じる事態
は極力避けるべきです。
そこで、公平な受講環境を保障するために、下記の申し入れをします。

記

１ 自宅受講若しくは、感染症対策を行ったうえで、各国税局に備え
られている会議室をオンライン研修会場とすること。また、育児や
介護等特殊事情にある職員については、居住地の近隣署で受講でき
るよう措置すること。

２ 所属官署で研修を行う場合には、必ず研修に集中できる専用の箇
所を設けること。

３ 研修開始後１ヶ月を目途に研修生の研修環境について、労働組合
及び研修生と職場に明らかにすること。また、研修環境等について
随時、適宜の方法で研修生から要望を聴取すること。

以 上

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
対
応
に
追
わ
れ
る
日
々
が
い
ま
だ
に
続
き
、
感
染
者
も
都
市

部
を
中
心
に
増
え
続
け
て
い
ま
す
。
全
国
税
は
こ
の
よ
う
な
環
境
下
の
職
場
の
実
情

を
踏
ま
え
、
要
求
書
提
出
や
窓
口
申
入
れ
を
行
い
ま
し
た
。

７
月
発
令
で
の
全
国
税
組

合
員
へ
の
６
級
ポ
ス
ト
発
令

は
、
東
京
局
新
宿
署
管
理
運

営
統
括
官
へ
の
た
っ
た
１
名

で
し
た
。
１０
年
前
に
は
２０
名

以
上
の
発
令
が
あ
り
、
こ
こ

５
年
は
毎
年
４
名
の
発
令
が

あ
り
ま
し
た
。
該
当
者
が
多

数
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

明
ら
か
に
全
国
税
敵
視
の
労

務
政
策
で
す
。

ま
た
、
５
級
昇
格
該
当
者

に
も
発
令
が
な
く
、
国
税
庁

当
局
に
口
頭
で
抗
議
を
行
い

ま
し
た
が
、
直
ち
に
補
正
発

令
す
る
よ
う
要
求
し
ま
す
。

令
和
元
年
分
申
告
所
得
税

２
、
２
０
４
万
１
千
人
で
、

前
年
か
ら
１７
万
７
千
人
（
△

０
・
８
％
）、
来
署
者
数
も
、

４６
万
５
千
人（
△
１１
・
９
％
）

減
少
し
て
い
ま
す
。
新
型
コ

ロ
ナ
感
染
症
防
止
対
応
に
よ

る
申
告
期
限
延
長
が
減
少
の

一
因
で
す
が
、
国
税
庁
Ｈ
Ｐ

の
ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
申
告
利
用
者

は
７１
万
人
増
加
し
、
来
署
者

削
減
に
寄
与
し
て
い
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー
ド
発
行

件
数
は
１
、
０
５
２
万
１
千

人
（
令
和
２
年
４
月
３０
日
現

在
）で
、平
成
３１
年
３
月
３１
日

か
ら
４２
万
９
千
件
増
加
し
、

こ
の
う
ち
Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー

ド
方
式
に
よ
る
申
告
者
は
対

前
年
比
で
８４
万
９
千
人
増
加

し
、
自
宅
送
信
の
増
加
に
つ

な
が
っ
た
と
思
わ
れ
ま
す
。

反
面
、
閉
庁
日
の
申
告
者

数
は
二
百
三
十
一
千
件
（
△

６０
千
件
、
対
前
年
比
７９
・
４

％
）
で
、
全
体
の
１
・
０５
％

し
か
な
く
、
こ
れ
だ
け
し
か

な
い
納
税
者
ニ
ー
ズ
へ
の
対

応
は
、
来
署
者
削
減
に
逆
行

し
や
め
る
べ
き
で
す
。

森
友
学
園
問

題
で
公
文
書
の

改
ざ
ん
を
指
示

さ
れ
そ
の
後
自

ら
の
命
を
た
っ

た
元
近
畿
財
務

局
職
員
の
妻
で
あ
る
赤
木
雅

子
さ
ん
が
、
国
と
佐
川
元
理

財
局
長
を
相
手
に
損
害
賠
償

請
求
の
訴
訟
を
起
こ
し
た
と

報
じ
ら
れ
た
▼
佐
川
氏
の
国

会
答
弁
は
「
忖
度
」
と
い
う

流
行
語
を
生
ん
だ
が
、
元
国

税
庁
長
官
で
も
あ
っ
た
た

め
、当
時
の
長
官
団
交
で「
職

員
が
納
税
者
か
ら
苦
情
の
矢

面
に
立
っ
て
い
る
」
と
追
及

し
た
が
、
謝
罪
も
な
く
確
定

申
告
期
間
中
に
退
職
し
た
▼

公
文
書
の
改
ざ
ん
は
違
法
行

為
で
あ
り
も
っ
て
の
ほ
か
だ

と
思
う
が
、
情
報
公
開
を
行

っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
黒
塗

り
な
ど
で
開
示
に
消
極
的
だ

と
指
摘
さ
れ
る
国
の
姿
勢
は

何
ら
変
わ
っ
て
い
な
い
と
思

う
▼
公
務
員
と
し
て
の
正
義

感
を
持
ち
続
け
た
、
赤
木
さ

ん
の
意
思
を
引
き
継
ぐ
思
い

を
新
た
に
し
、
黙
と
う
を
さ

さ
げ
た
い
。

増減数
△１７７
△４６５
７８５
７１０
△４２
△６０

①国税庁ホームページより作成（単位千人） ②各種数字は、平成３０年分以前は翌月末日、令和元年分は令和２年４月３０日末現在 （単位：千人）

令和元年分
２２，０４１
３，８１４
１０，９９６
１，９５０
１４７
２３１

増減数
２４１
△３１９
９２５
６２５
△３
△２

平成３０年分
２２，２１８
４，２７９
１０，２１０
１２４０
１８９
２９１

増減数
２８７
△１４４
４９６
４８
△５
△１

平成２９年分
２１，９７７
４，５９８
９，２８５
６１５
１９２
２９３

増減数
１７６
△１７５
３６９

３
４

平成２８年分
２１，６９０
４，７４２
８，７８９
５５７
１９７
２９４

確 定 申 告 人 員
来 署 者 数
ｅ － Ｔ ａ ｘ
内庁ＨＰの作成コーナー
閉庁日来署者数
閉庁日申告者数

全国税組合員に対する６級ポスト発令数の推移
２０

１

１９

１

１８

４

１７

４

１６

４

１５

４

１４

４

１３

８

１２

１１

１１

１２

年

ポスト発令

申
告
件
数
減
少

閉
庁
日
対
応
見
直
し
を
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組合差別に拍車
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猶
予
事
務
に

人
員
を【

関
信
地
連
】

人
勧
、定
年
は
？

【
国
公
労
新
聞
】

①

国
税
庁
の
定
員
は
５０

名
の
増
員
と
な
り
ま
し
た

が
、
税
務
署
の
定
員
は
平

成
９
年
度
を
ピ
ー
ク
に
減

り
続
け
、こ
の
１０
年
で
２
、

８
３
４
名
減
ら
さ
れ
ま
し

た
。
こ
の
こ
と
が
職
場
か

ら
ゆ
と
り
を
奪
い
、
メ
ン

タ
ル
疾
患
職
員
の
増
加
や

事
務
処
理
誤
り
に
繋
が
っ

て
い
ま
す
。

②

こ
の
２０
年
で
不
補
充

政
策
の
行
()二
職
員
は
１
／

３
ま
で
減
ら
さ
れ
続
け
て

い
ま
す
。
ま
た
、
総
務
課

職
員
が
４
４
１
名
減
ら
さ

れ
、
行
()二
職
員
の
補
助
業

務
の
負
担
増
に
な
っ
て
い

ま
す
。

人
事
院
規
則
で
は
パ
ワ
ハ

ラ
の
定
義
に
つ
い
て
、
「
職

務
に
関
す
る
優
越
的
な
関
係

を
背
景
と
し
て
行
わ
れ
る
、

業
務
上
必
要
か
つ
相
当
な
範

囲
を
超
え
る
言
動
で
あ
っ

て
、
職
員
に
精
神
的
若
し
く

は
身
体
的
な
苦
痛
を
与
え
、

職
員
の
人
格
若
し
く
は
尊
厳

を
害
し
、
又
は
職
員
の
勤
務

環
境
を
害
す
る
こ
と
と
な
る

よ
う
な
も
の
を
い
う
。
（
人

事
院
規
則
１０
―
１６
第
２
条
）」

と
規
定
し
ま
し
た
。そ
し
て
、

「
職
員
は
、
パ
ワ
ー
・
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
を
し
て
は
な
ら
な

い
。
（
人
事
院
規
則
１０
―
１６

第
５
条
第
１
項
）
」
と
禁
止

し
、
「
職
務
に
関
す
る
優
越

的
な
関
係
を
背
景
と
し
て
行

わ
れ
る
」言
動
に
つ
い
て
は
、

「
当
該
言
動
を
受
け
る
職
員

が
行
為
者
に
対
し
て
抵
抗
又

は
拒
絶
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
蓋
然
性
が
高
い
関
係
を
背

景
と
し
て
行
わ
れ
る
も
の

（
運
用
通
知
第
２
条
関
係
第

１
項
）
」
と
さ
れ
、
①
職
務

上
の
地
位
が
上
位
の
職
員
に

よ
る
言
動
、
②
同
僚
又
は
部

下
に
よ
る
言
動
で
、
当
該
言

動
を
行
う
者
が
業
務
上
必
要

な
知
識
や
豊
富
な
経
験
を
有

し
て
お
り
、
当
該
者
の
協
力

を
得
な
け
れ
ば
業
務
の
円
滑

な
遂
行
を
行
う
こ
と
が
困
難

な
状
況
下
で
行
わ
れ
る
も

の
、
③
同
僚
又
は
部
下
か
ら

の
集
団
に
よ
る
行
為
で
、
こ

れ
に
抵
抗
又
は
拒
絶
す
る
こ

と
が
困
難
で
あ
る
も
の
、
と

さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
運
用
通
知
第
４
条

関
係
第
１
項
第
２
号
で
は

「
パ
ワ
ー
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

の
原
因
や
背
景
と
な
る
要
因

を
解
消
す
る
た
め
、
業
務
体

制
の
整
備
な
ど
、
職
場
や
職

員
の
実
情
に
応
じ
、
必
要
な

措
置
を
講
ず
る
こ
と
」
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

国
税
庁
当
局
は
、
「
明
る

く
風
通
し
の
い
い
職
場
を
作

る
」
と
言
い
ま
す
が
、
仕
事

に
追
わ
れ
、
職
員
ど
う
し
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
な

か
な
か
と
れ
な
い
状
況
を
解

消
す
る
た
め
に
、
職
員
を
増

や
す
な
ど
職
場
全
体
を
改
善

す
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

本
年
４
月
に
公
布
さ
れ
た
パ
ワ
ー
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

（
以
下
、
パ
ワ
ハ
ラ
）
の
防
止
等
に
む
け
た
人
事
院
規

則
１０
―
１６
が
６
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
し
た
。ま
た
、

国
税
庁
に
お
い
て
も
防
止
等
に
む
け
た
訓
令
が
制
定
さ

れ
て
い
ま
す
。

全国税労働組合「第７８回定期大会」
を次のとおり開催しますので、規約２３
条により告示します。

記
【日時】２０２０年８月２２日（土）～２３日（日）
【会場】ＫＫＲ中目黒会議室

東京都目黒区東山１丁目２７番１５号
【主な議題】
① ２０１９年度一般経過報告など
② ２０１９年度決算報告
③ ２０２０年度運動方針（案）
④ ２０２０年度財政方針（案）
⑤ ２０２０年度税研運動方針（案）
⑥ 役員の選出
⑦ その他

全国税労働組合中央執行委員長 高橋 誠
※新型コロナウイルス感染症拡大により、変更となる場
合があります。

全
国
税

徴
収
事
務
に
つ

い
て
、
納
税
の
猶
予
（
特

例
制
度
含
む
）
の
大
幅
な

増
加
が
見
込
ま
れ
る
た

め
、
必
要
な
人
員
・
事
務

量
を
確
保
す
る
こ
と
。

当
局

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
特
例
法
に
よ

り
、
猶
予
の
相
談
や
申
請

の
増
加
が
見
込
ま
れ
、
猶

予
集
中
相
談
セ
ン
タ
ー
の

設
置
を
行
っ
た
。
事
務
計

画
に
つ
い
て
は
実
施
状
況

を
踏
ま
え
、
的
確
に
把
握

し
て
い
き
た
い
。

全
国
税

出
勤
者
が
半
分

程
度
の
中
、
申
請
か
ら
３

日
以
内
、
補
正
を
要
す
る

場
合
は
５
日
以
内
で
局
の

集
中
セ
ン
タ
ー
に
メ
ー
ル

す
る
よ
う
言
わ
れ
て
い

る
。
ノ
ル
マ
主
義
だ
。
そ

の
猶
予
セ
ン
タ
ー
も
署
か

ら
の
審
査
件
数
が
増
加
し

た
た
め
、
署
に
一
部
を
戻

し
た
。
補
正
も
休
業
し
て

い
る
業
者
が
多
く
連
絡
が

取
り
づ
ら
く
く
処
理
が
進

ま
な
い
。こ
の
ま
ま
で
は
、

徴
収
職
員
は
持
た
な
い
。

当
局

要
望
は
承
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
拡
大
等
の
影
響

で
、
日
本
経
済
が
落
ち
込

み
、
今
年
の
人
事
院
勧
告

に
お
い
て
は
マ
イ
ナ
ス
勧

告
と
な
る
こ
と
も
否
定
で

き
ま
せ
ん
。
財
源
確
保
等

を
理
由
に
し
た「
賃
下
げ
」

の
世
論
が
巻
き
起
こ
る
可

能
性
も
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
第
２
０
１
回
通

常
国
会
は
閉
会
し
ま
し
た

が
、
定
年
延
長
法
案
は
検

察
庁
法
改
正
案
と
一
緒
に

廃
案
と
な
り
、
定
年
延
長

の
見
通
し
は
た
っ
て
い
ま

せ
ん
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
を

は
じ
め
、
国
民
の
権
利
や

安
心
・
安
全
を
ま
も
る
公

務
員
が
決
定
的
に
不
足
し

て
い
る
課
題
も
残
さ
れ
た

ま
ま
で
す
。

こ
う
し
た
課
題
の
解
決

に
む
け
て
は
、
職
場
か
ら

声
を
あ
げ
て
い
く
こ
と
が

何
よ
り
重
要
で
す
。
そ
し

て
、
マ
イ
ナ
ス
人
勧
・
賃

下
げ
許
す
な
！
安
心
し
て

働
け
る
高
齢
期
雇
用
の
実

現
！
命
・
暮
ら
し
を
ま
も

る
公
務
員
増
や
せ
！
な
ど

の
世
論
を
民
間
労
働
組
合

や
地
域
に
広
げ
て
い
く
こ

と
が
必
要
で
す
。

コ
ロ
ナ
で
大
変
な
時
期

だ
か
ら
こ
そ
、
労
働
組
合

の
運
動
が
重
要
で
す
。

（人）

総

計

４４，７９３

４３，８２７

４１，９６５

４１，９５９

（注）署長・副署長は平成１２年１，０７３名、平成２１年・令和２年１，０７８名

行

()二

１，３２４

８２５

４７２

４５１

酒

税

９６８

７６８

７４７

７３８

課 税 関 係

法 人 関 係

間
接
諸
税

４４９

３３７

３３９

３３９

源

泉

２，２３８

１，６１１

１，５５５

１，５５６

法
人
税
等

１２，１３３

１１，１１２

１０，９１３

１１，１３０

個 人 関 係

資

料

９３９

４１８

４５７

４５７

資
産
税

４，０３６

３，６７０

３，６５１

３，７１６

所
得
税
等

１１，６１１

１０，６４３

１０，０４１

１０，２５６

総

合

―

―

３２３

３２３

徴 収 関 係

徴

収

２，９３０

３，３０７

３，０９２

３，１４０

管

理

４，１１１

７，３９３

６，７６２

６，２５３

広

報

１４１

１２７

１２３

１２３

総

務

２，８４０

２，５３８

２，４１１

２，３９９

税 務 署
定員の推移

平成１２年度

平成２１年度

令和元年度

令和２年度

国税庁実質50人増員も
減り続ける税務署の定員！
国税庁実質50人増員も
減り続ける税務署の定員！

第７８回定期大会告示第７８回定期大会告示ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
根
絶
で

誰
も
が
安
心
し
て
働
け
る
職
場
を


